
地方税法第314条の７第１項第４号の規定により控除対象となる寄附

金を受け入れる特定非営利活動法人を指定するための基準及び手続を

定める規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方税法（昭和25年法律第226号）第314条の７第１項第

４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人の指定に必要な基準及

び手続を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において「指定特定非営利活動法人」とは、指定（特定非営

利活動促進法（平成10年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活

動法人（以下単に「特定非営利活動法人」という。）について、地方税法第

314条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人とし

て条例で定めることをいう。以下同じ。）を受けた特定非営利活動法人をい

う。 

（指定の申出） 

第３条 地方税法第314条の７第３項の規定による申出は、指定特定非営利活動

法人指定申出書（様式第１号）を町長に提出して行わなければならない。 

２ 前項の申出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 次条各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類 

(2) 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

(3) 直近の事業報告書等（前事業年度の事業報告書その他の規則で定める書

類をいう。以下同じ。） 

(4) 役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の

有無を記載した名簿をいう。）及び全ての役員の指定特定非営利活動法人

指定に係る課税台帳等閲覧承諾書（様式第２号） 

(5) 定款等（定款並びにその認証及び登記に関する書類の写しをいう。） 

（指定のために必要な手続を行う基準） 

第４条 町長は、前条第１項の申出書を提出した特定非営利活動法人が次に掲

げる基準のいずれにも適合すると認めるときは、当該特定非営利活動法人に

ついて、指定のために必要な手続を行うものとする。 

(1) 地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営

利活動法人等を定める条例（平成24年神奈川県条例第39号）に規定する特

定非営利活動法人 



(2) 町内で継続性をもって活動する特定非営利活動法人であること。 

（欠格事由） 

第５条 前条の規定にかかわらず、町長は、町税等（湯河原町特定滞納者に対

する特別措置に関する条例（平成20年湯河原町条例第１号）別表第１に規定

する歳入をいう。）を滞納している役員がいる特定非営利活動法人について

は、指定のために必要な手続を行わないものとする。 

（指定の通知等） 

第６条 町長は、指定があったときはその旨を、第４条の規定による指定のた

めの必要な手続を行わないことを決定したとき又は指定がなかったときはそ

の旨及びその理由を、第３条第１項の申出書を提出した特定非営利活動法人

に対し、速やかに、書面により通知しなければならない。 

２ 町長は、指定があったときは、インターネットを利用した閲覧の方法等に

より、その旨及び当該指定特定非営利活動法人に係る次に掲げる事項を周知

しなければならない。 

(1) 名称 

(2) 代表者の氏名 

(3) 事務所の所在地 

(4) 指定の効力を生じた年月日 

(5) 当該指定特定非営利活動法人が現に行っている事業の内容 

(6) 活動地域 

(7) その他町長が必要と認める事項 

（指定の更新の申出） 

第７条 指定の効力を生じた日の属する月の翌月の初日（この条の規定により

指定の更新を受けた場合にあっては、当該更新後の指定の効力を生じた日）

から起算して５年を経過した日以後引き続き指定特定非営利活動法人として

特定非営利活動を行おうとする者は、同日の９月前から５月前までの間で町

長が別に定める期間（以下「更新申出期間」という。）内に指定特定非営利

活動法人指定更新申出書（様式第３号）により町長に届け出なければならな

い。ただし、災害その他やむを得ない事由により更新申出期間内に申出をす

ることができないときは、この限りでない。 

２ 第３条から前条までの規定は、前項の指定の更新の申出について準用する。 

（変更の届出等） 

第８条 指定特定非営利活動法人は、次に掲げる事項に変更があったときは、



速やかに指定特定非営利活動法人変更届出書（様式第４号）により町長に届

け出なければならない。 

(1) 定款の記載内容 

(2) 役員の氏名及び住所若しくは居所 

(3) 代表者の氏名 

(4) 主たる事務所又は市内の事務所の所在地 

(5) 現に行っている事業の内容 

２ 町長は、前項の規定による届出が指定特定非営利活動法人の名称又は主た

る事務所の所在地の変更に係るものであるときは、その変更の手続を行うも

のとする。 

（法人及び事業の概要報告書等の提出）  

第９条 指定特定非営利活動法人は、毎事業年度１回、事業年度終了の日の翌

日から３月以内に、法人及び事業の概要報告書並びに第３条第２項第４号に

規定する役員名簿及び全ての役員の指定特定非営利活動法人指定に係る課税

台帳等閲覧承諾書を町長に提出しなければならない。  

（指定特定非営利活動法人の合併） 

第10条 指定特定非営利活動法人は、指定特定非営利活動法人でない特定非営

利活動法人と合併しようとするときは、地方税法第37条の２第１項第４号の

規定により控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定す

るための基準、手続等を定める条例（平成23年神奈川県条例第48号）第16条

第１項の規定による届出をした後、速やかに指定特定非営利活動法人合併申

請届出書（様式第５号）により町長に届け出なければならない。 

２ 第３条から第６条までの規定は、前項の規定による合併の届出について準

用する。 

（指定の取消しのために必要な手続を行う基準等） 

第11条 町長は、指定特定非営利活動法人が次の各号のいずれかに該当すると

きは、指定の取消しのために必要な手続を行わなければならない。 

(1) 地方税法第37条の２第１項第４号の規定により控除対象となる寄附金を

受け入れる特定非営利活動法人を指定するための基準、手続等を定める条

例施行規則（平成24年神奈川県規則第５号）第27条に規定する神奈川県知

事から指定が取り消された旨の通知を受けたとき。 

(2) 第５条に規定する欠格事由に該当するとき。 

(3) 偽りその他不正の手段により指定又は指定の更新を受けたとき。 



(4) 更新申出期間内に、第７条第１項の規定による指定の更新の申出をしな

かったとき。 

(5) 第７条第１項の規定による指定の更新の申出をした場合であって、当該

指定特定非営利活動法人が同条第２項において準用する第４条各号に掲げ

る基準に適合しないと町長が認めたとき。 

(6) 指定特定非営利活動法人から指定の取消しの申出があったとき。 

２ 町長は、指定が取り消されたときは、指定が取り消された特定非営利活動

法人に対し、その旨及びその理由を、速やかに、書面により通知しなければ

ならない。 

３ 町長は、指定が取り消されたときは、インターネットを利用した閲覧の方

法等により、その旨及びその理由を周知しなければならない。 

（協力依頼） 

第12条 町長は、この規則の施行のため必要があると認めるときは、官庁、地

方公共団体その他の者に照会し、又は協力を求めることができる。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



様式第１号（第３条関係） 

指定特定非営利活動法人指定申出書 

 

年 月 日 

 

 

湯河原町長 様 

 

 
主たる事務所の 
 
所 在 地 

〒 

 

電 話（    ）   －   

ＦＡＸ（    ）   －   

（ フ リ ガ ナ ）  

法 人 の 名 称  

（ フ リ ガ ナ ）  

代 表 者 の 氏 名                ㊞ 

設 立 年 月 日   年  月  日 

過去の指定の有無 

及びその年月日 
有  ・  無     年  月  日 

事  業  年  度 月  日 から  月  日 まで 

地方税法第 314条の７第１項第４号の規定により控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動 

法人を指定するための基準及び手続を定める規則第２条に規定する指定特定非営利活動法人としての 

指定を受けたいので、同規則第３条の規定により申し出ます。 

現に行っている事業の内容 

 

 

 

 

 

 

町内における特定非営利活動を行う地域 

 

 

主たる事務所以外の県内にある事務所の所在地 

 

 

 

その他の参考事項 

 

 

 



様式第２号（第３条関係） 

 

指定特定非営利活動法人指定に係る課税台帳等閲覧承諾書 

 

      年  月  日 

 

湯河原町長 様 

 

住  所  

ふりがな  

氏  名              ㊞ 

電話番号  

生年月日       年   月   日 

 

 

私は、指定特定非営利活動法人の指定に必要な私の税務資料及びその他の資

料について、各関係機関に調査、照会又は閲覧することを承諾します。 



様式第３号（第７条関係） 

指定特定非営利活動法人指定更新申出書 

 

  年 月 日 

 

 

湯河原町長 様 

 

 

 
主たる事務所の 
 
所 在 地 

〒 

 

電 話（  ）    －     

ＦＡＸ（  ）    － 

（ フ リ ガ ナ ）  

法 人 の 名 称  

（ フ リ ガ ナ ）  

代 表 者 の 氏 名 ㊞ 

設 立 年 月 日 年  月  日 

寄附金が控除対象

となる期間 
年 月 日  から   年 月 日 まで 

更 新 申 出 期 間 年 月 日  から   年 月 日 まで 

事 業 年 度 月  日 から  月  日 まで 

地方税法第 314 条の７第１項第４号の規定により控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動

法人を指定するための基準及び手続を定める規則第７条第１項の規定により指定の更新を受けたいので

申し出ます。 

現に行っている事業の内容 

 

 

 

 

 

 

県内における特定非営利活動を行う地域 

 

 

主たる事務所以外の県内にある事務所の所在地 

 

 

 

その他の参考事項 

 

 



様式第４号（第８条関係） 

 

指 定 特 定 非 営 利 活 動 法 人 変 更 届 出 書 

 

 

   年 月 日 

 

 

湯河原町長 様 

 

主たる事務所   

の 所 在 地 

〒 

 

電 話（  ）  －     

ＦＡＸ（  ）  － 

（フ リ ガ ナ）  

法 人 の 名 称 
 

 

（フ リ ガ ナ）  

代 表 者 の 氏 名                    ㊞ 

寄附金が控除対象

となる期間 
年 月  日 から 年  月  日 まで 

  

次の事項について変更したので、地方税法第 314条の７第１項第４号の規定により控除対象となる寄

附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定するための基準及び手続を定める規則第８条第１項の規定

により届け出ます。 

 

変 更 事 項 変  更  前 変  更  後 変更年月日 

    



様式第５号（第 10条関係） 

指定特定非営利活動法人合併申請届出書 

 

  年 月 日 

 

 

湯河原町長 様 

主たる事務所の 

所 在 地 

〒 

 
電 話（  ）   ―     
ＦＡＸ（  ）   ― 

（ フ リ ガ ナ ）  

法 人 の 名 称  

（ フ リ ガ ナ ）  

代 表 者 の 氏 名 ㊞ 

指定の効力を生じ

た年月日 
年  月  日 

寄附金が控除対象 

となる期間 
年  月  日 から  年  月  日 まで 

事  業  年  度 月  日 から  月  日 まで 

年 月 日付けで特定非営利活動促進法第 34 条第３項の認証の申請をしましたので、地方税法第

314 条の７第１項第４号の規定により控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定す

るための基準及び手続を定める規則第 10条の規定により届け出ます。 

法 人 の 名 称 
主たる事務所の 
所 在 地 

主たる事務所以外
の県内にある 
事務所の所在地 

現に行っている 
事 業 の 内 容 

合併後存続する法人名又は合併によって設立する法人名 

 

 

（代表者名） 

 
 
 
 
電 話（  ）  ― 

ＦＡＸ（  ）  ― 

  

 

 

合併によって消滅する法人名 

 

 

（代表者名） 

 
 
 
 
電 話（  ）  ― 

ＦＡＸ（  ）  ― 

  

 

 

合併によって消滅する法人名 

 

 

（代表者名） 

 
 
電 話（  ）  ― 

ＦＡＸ（  ）  ― 

  

 

 

記入欄が不足する場合は、別に記入した書類を添付してください。 

県内における特定非営利活動を行う地域 

 

その他の参考事項 

 

特定非営利活動促進法

第 34 条第３項の認証の

申請をした年月日 
年  月  日 

特定非営利活動促進法

第 34 条第３項の認証の

申請をした所轄庁 
 



 


